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個別物品のライフサイクル全般
に関わる３Ｒの推進
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資源有効利用促進法

←グリーン購入法

←個別リサイクル法制度

容器包装リサイクル法

家電リサイクル法

自動車リサイクル法 等

←廃棄物処理法

生産

消費・使用

回収・リサイクル

廃棄

事業者に対する
•環境配慮設計（省資源化・長
寿命化）
•再生利用・再使用促進
•素材表示

政府等が
•環境配慮製品を率先して調達

消費者に対する
•分別排出
•適正な費用負担 等

事業者に対する
・自主回収

事業者・自治体に対する
•適正な廃棄物処分

循環型社会形成推進基本法

個別物品のライフサイクル全体の環境配慮に関する法体系
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◎事業者が副産物の発生抑制・リサイクル対策に係る計画を策定
◎具体的には、生産工程の合理化、副産物の原料としての再利用等
◎事業者が副産物の発生抑制・リサイクル対策に係る計画を策定
◎具体的には、生産工程の合理化、副産物の原料としての再利用等

消

費

分別・回収

副産物の発生抑制・リサイクル対策①・⑦

Ⅰ．製品対策

Ⅱ．副産物対策

製造・流通

廃棄物の発生抑制対策

◎省資源化・長寿命化設計

◎修理体制の充実

部品等の再使用対策

◎部品等の再使用が容易な製品の設計

◎リサイクル容易な製品の設計

リサイクル・部品等の再使用

部品等の再使用対策

◎回収した製品から部品等を取り出し、
製品の製造に再使用

◎回収した製品から有用物を取り出し、
製品の原材料として再利用

事業者による自主回収・リサイクルの実施

◎事業者による製品の自主回収 ◎自主回収した製品の事業者によるリサイクル

◎事業者が副産物の発生抑制・リサイクル対策に係る計画を策定
◎具体的には、生産工程の合理化、副産物の原料としての再利用等◎事業者が副産物の発生抑制・リサイクル対策に係る計画を策定

◎具体的には、生産工程の合理化、副産物の原材料としての再利用等

工場で発生する副産物（＝産業廃棄物）の発生抑制対策とリサイクル対策（原材料としての再利用）の取組を事業者に義務付け。

消

費

消

費

消

費

副産物の発生抑制・リサイクル対策

◎スチール缶、アルミ缶、ＰＥＴボトル、紙製・
プラスチック製容器包装等にマーク表示の
義務付け

分別回収の表示

Ⅰ．製品対策

Ⅱ．副産物対策

リサイクル対策（原材料としての再利用）、廃棄物の発生抑制対策及び部品等の再使用対策の取組を事業者に義務付け。

①指定省資源化製品

（パソコン・自動車・家電等）

（パソコン・自動車・家電等）

リサイクル対策

②指定再利用促進製品

③指定表示製品

（複写機製造業等）

リサイクル対策

Ⓑ特定再利用業種

④指定再資源化製品
（パソコン等）

Ⓐ特定省資源業種 ⑤指定副産物

以下の特定業種（Ⓐ，Ⓑ）又は指定製品（①～⑤）毎に、３Ｒ対策の取組の内容を「判断
基準」として国が定め、事業者にその遵守を義務づけ。

製品のライフサイクル全般にわたる環境配慮の取組：資源有効利用促進法
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製品毎の３Ｒシステムの高度化

○家電・パソコン等の製品について、製品含有物質の情報開示制度を導入

・対象物質６物質、対象製品７品目を指定
・製品本体や包装箱における対象物質の含有マーク表示
・製品カタログや当該製品のウェブサイトへの対象物質の含有マーク、含有箇所、含有量等の表示

○再生資源利用率等の製品の新たな評価軸や易解体性の表示方法等の統一化に向けた規格作成

○国際的な標準化に向けた対応を産業界と政府が連携して積極的に推進

・ＪＩＳ規格の活用、ＩＥＣ（国際電気標準会議）での国際標準化に向けた対応

○家電・パソコン等の製品について、製品含有物質の情報開示制度を導入

・対象物質６物質、対象製品７品目を指定
・製品本体や包装箱における対象物質の含有マーク表示
・製品カタログや当該製品のウェブサイトへの対象物質の含有マーク、含有箇所、含有量等の表示

○再生資源利用率等の製品の新たな評価軸や易解体性の表示方法等の統一化に向けた規格作成

○国際的な標準化に向けた対応を産業界と政府が連携して積極的に推進

・ＪＩＳ規格の活用、ＩＥＣ（国際電気標準会議）での国際標準化に向けた対応

具体的対応具体的対応

製品のライフサイクル全体において、天然資源消費量、廃棄物発生量および環境負荷を最小化する

ような対応が可能となるよう、製品毎の３Ｒシステムの高度化を図るために必要な措置について、

産構審製品３Ｒシステム高度化ＷＧにおいて検討を行った。

製品のライフサイクル全体において、天然資源消費量、廃棄物発生量および環境負荷を最小化する

ような対応が可能となるよう、製品毎の３Ｒシステムの高度化を図るために必要な措置について、

産構審製品３Ｒシステム高度化ＷＧにおいて検討を行った。

取組概要取組概要
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○パーソナルコンピュータ
○ユニット形エアコンディショナー
○テレビジョン受像機
○電気冷蔵庫
○電気洗濯機
○電子レンジ
○衣類乾燥機

対象製品

○鉛及びその化合物 （０．１ｗｔ％超）
○水銀及びその化合物 （０．１ｗｔ％超）

○六価クロム化合物 （０．１ｗｔ％超）
○カドミウム及びその化合物 （０．０１ｗｔ％超）
○ポリブロモビフェニル （０．１ｗｔ％超）
○ポリブロモジフェニルエーテル （０．１ｗｔ％超）

対象物質

機器本体、包装箱、
カタログ類に表示

資源有効利用促進法の活用

○製品の設計／製造工程における要管理物質（鉛等）を特定
○製品の製造／輸入事業者に対して、当該物質の含有情報
の提供を義務付け。（Ｈ１８．７．１施行）

○製品本体／包装箱への含有マーク表示
○製品カタログや取扱説明書、当該製品のウェブサイトでの対象
物質の含有マーク、含有箇所、含有量等の表示

JIS C0950による表示方法
含有マーク

製品含有物質の情報提供措置の導入

（指定再利用促進製品）
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自動車用バッテリー回収・リサイクルシステムの再構築の検討
【共管省庁：環境省】

＜自動車用バッテリー＞
自動車、二輪車、農業機械、建設機械、小型船舶等のエン
ジン式の機器の始動・点火などに使用される自動車用
バッテリーは、年間２，５００万個程度が国内市場に投
入されている。

＜リサイクルシステム再構築の必要性＞
自動車用バッテリーのリサイクルシステムは、平成６年
１０月から国内バッテリー製造事業者が自主的に再生鉛
を購入することで、回収・リサイクルする仕組みとして
構築されたが、更に持続的・安定的な回収・リサイクル
システムの再構築が必要となったため、その再構築の検
討に着手。

○検討の背景○検討の背景

＜検討会名称＞
・産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会電
気・電子機器リサイクルＷＧ自動車用バッテリーリサイク
ル検討会、中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会自動車
用鉛蓄電池リサイクル専門委員会合同会合

＜検討内容＞
継続的・安定的な自動車用バッテリーの回収・リサイクル
システムを構築し、関係主体が果たすべき役割や実効性を
確保するための方策等について

＜開催経過＞
平成１７年５月から７月にかけて３回の検討会を実施。そ
の後８月１１日から９月１２日まで経済産業省・環境省の
ＨＰにおいてパブリックコメントの募集を行い、１２月２
７日に報告書を取りまとめ、公表した。

○検討経過○検討経過

○報告書の概要○報告書の概要

資源有効利用促進法を活用
①自動車用バッテリーを資源有効利用促進法の指定
再資源化製品として指定するとともに、自動車用
バッテリーを部品として使用する製品を指定

②回収・リサイクルの実施主体を規定
・バッテリー製造事業者及び輸入者
・バッテリー使用機器製造事業者及び輸入者

報告書に基づく新たなリサイクルシステム構築に向けて
た検討を行うため、有限責任中間法人鉛蓄電池再資源
化協会に実務的な事項について検討を行うＷＧ及び３
つの研究会を設置し、現在、検討が行われている。各研
究会における検討事項は以下のとおり。

・研究会Ａ：回収・再資源化のシステム等に関する事項
・研究会Ｂ：会費・会員の取扱い等に関する事項
・研究会Ｃ：普及・広報に関する事項等

○リサイクルシステム構築に向けた実務検討○リサイクルシステム構築に向けた実務検討
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消費者

【分別排出】

特定事業者
（容器の製造）
【再商品化】

指 定 法 人
［（財）日本容器包装リサイクル協会］

市町村

【分別収集】

商品提供

再商品化事業者

廃容器包装収集

廃容器包装引き渡し
再商品化製品
販売

再商品化費用の支払
（義務履行）

引取契約

委託費用の支払

競争入札

特定事業者
（容器包装の利用）
【再商品化】

容器納入

一般廃棄物の減量化、資源の有効利用を図るため、家庭ゴミの約６割（容積）を占める容器包装廃棄物のリサイクルを義務
付け。

リサイクルの義務を負う事業者と分別排出を行う消費者、分別収集を行う市町村がそれぞれ役割を分担。

リサイクル義務の対象となる容器包装は、ガラス製容器、ＰＥＴボトル、紙製容器包装、プラスチック製容器包装の４種類。

個別リサイクル法：容器包装リサイクル法

進捗状況進捗状況

○分別収集参加自治体（Ｈ１６）
・ペットボトル ：２，７９６
・ガラスびん ：２，８２６
・プラスチック ：１，７５７
・紙製容器 ： ７７２
※全市町村数（東京２３区含む）：３，０５３

○回収率
・ペットボトル ：６３．７％
（Ｈ１７：事業系含む）

○容器のリデュース・リユースが進展
・Ａ社：食器洗剤のボトルの重量削減
プラスチック34ｇ → 24g （約29%削減）

・Ｂ社：詰め替え用シャンプーの品目増加
・Ｃ社：冷凍食品の中トレーの使用廃止

施行１０年目の見直し・法改正施行１０年目の見直し・法改正

○平成１６年８月から見直し審議開始
○平成１８年２月に報告書取りまとめ
○平成１８年６月に改正法成立
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容器包装の

製 造 等
商品販売に容器包装

を利用

購 入 ・ 消 費

分 別 収 集

再 商 品 化

選 別 保 管

消費者の取組強化

分 別 排 出

より質の高い
資源に代替
し、資源の有
効利用の高
度化に寄与

焼
却
量
・最
終
処
分
量
の
更
な
る
削
減

・容器包装の削減
・リサイクル容易な容器包
装の工夫・使用
・消費者への排出抑制な
どの情報提供・働きかけ
（レジ袋の削減、リターナ
ブル容器の普及）

・住民への容器包装
削減、分別排出の
徹底の働きかけ
・分別収集の品質の
向上

・３Ｒ配慮製品の選択
・マイバッグの持参等の行動変革
・分別排出の徹底

事業者の取組強化

再商品化物の
容器包装への利用

容器包装への新規
資源の使用を削減

見直しの基本的視点 ： ○排出抑制（リデュース、リユース）の推進
○社会的コスト全体の抑制
○各主体の創意工夫や連携の促進

各主体の取組

市町村の取組強化

ただ乗り事業者
対策の強化③

金銭的メリットが生じる
制度の創設により、市町
村の分別収集の質の向
上への取組を促進②

分別収集計画の公表を
通した市町村と消費者、
事業者との連携強化①

「推進員」による
消費者の排出
抑制に関する意
識啓発、調査①

容器包装廃棄物の再商
品化のための円滑な引
渡しの促進④

「判断の基準」の提示を
通した、小売業者におけ
る排出抑制促進策①

有料使い捨て容器
包装の法対象化⑤

法改正のポイント

個別リサイクル法：容器包装リサイクル法改正の概要
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解体業者解体業者

破砕業者破砕業者

フロン類引取・引渡義務フロン類引取・引渡義務

フロン類回収料金フロン類回収料金

最終所有者最終所有者

再利用
部品等

使用済自動車

使用済自動車

引取業者引取業者

（自
ら
又
は
委
託
に
よ
り
リ
サ
イ
ク
ル
を
実
施
）

（自
ら
又
は
委
託
に
よ
り
リ
サ
イ
ク
ル
を
実
施
）

使用済自動車等の流れ使用済自動車等の流れ

金の流れ金の流れ

自
動
車
製
造
業
者
・輸
入
業
者

自
動
車
製
造
業
者
・輸
入
業
者

払渡し払渡し

払渡し請求払渡し請求

シュレッダーダストシュレッダーダスト
引取・引渡義務引取・引渡義務

資金管理法人資金管理法人
（（財）自動車リサイクル（（財）自動車リサイクル

促進センター）促進センター）

新車所有者新車所有者

中古車中古車

リサイクルリサイクル

料金等を預託料金等を預託

金属等

有
用
部
品
市
場
・

有
用
部
品
市
場
・

有
用
金
属
等
市
場

有
用
金
属
等
市
場

（自動車販売・整備業者等）

※ ※既販車に関しては
既販車所有者

引取・引渡義務引取・引渡義務

引渡義務引渡義務

エアバッグ類エアバッグ類
引取・引渡義務引取・引渡義務

エアバッグ類回収料金エアバッグ類回収料金

フロン類フロン類
回収業者回収業者

使用済自動車 引渡義務引渡義務

引渡義務引渡義務

登録

登録

許可

許可

認定

情
報
管
理
セ
ン
タ
ー

情
報
管
理
セ
ン
タ
ー

（（
財
）自
動
車
リ
サ
イ
ク
ル
促

（（
財
）自
動
車
リ
サ
イ
ク
ル
促

進
セ
ン
タ
ー
）

進
セ
ン
タ
ー
）

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
経
由
の
報
告

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
経
由
の
報
告

（電
子
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
）

（電
子
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
）

情報の流れ情報の流れ

輸
出
業
者

全部再資源化認定のケース 使用済自動車
ガラ

※
２

指
定
再
資
源
化
機
関

（（財
）自
動
車
リ
サ
イ
ク
ル
促
進
セ
ン
タ
ー
）

個別リサイクル法：自動車リサイクル法

２００５年１月１日から
本格施行

［進捗］
○預託台数実績（平成18年9月累計）
新車新規登録時 1，029万台
車検時 5，110万台
引取時 423万台

○シュレッダーダストとエアバッグ類

については、リサイクルの数値目標
が予め設定されている。平成17年度
の実績は、全体として目標を達成。

※法定リサイクル率
シュレッダーダスト平成27年：70％

平成22年：50％
平成17年：30％

エアバッグ類 85％
※リサイクル率（平成17年度実績）
シュレッダーダスト：48.0～70.0%
エアバッグ類 ：93.0～94.7%

○不法投棄・不適正保管の車両は施行前
の22万台（平成16年9月）から、6万台
（平成18年3月）にまで減少。

○自動車リサイクル法は、順調に立ち上
がっているものと認識。

【共管省庁：環境省】

※２ リサイクル義務者が不存在の場合等につき指定再資源化機関が対応。

その他離島対策、不法投棄対策への出えん業務も実施。

リサイクル完了情報

計 6,562万台
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○再商品化実績
平成１７年度実績（法定再商品化率）
エアコン ８４％ （６０％以上）
テレビ ７７％ （５５％以上）
冷蔵庫 ６６％ （５０％以上）
洗濯機 ７５％ （５０％以上）

○１６年４月から、冷凍庫を対象追加。
断熱材フロンの回収等義務づけ。

○不法投棄は引取の１％台。
環境省調査によれば、平成１６年度は約１７万２千
台(対前年度比２．５％減)。引取等台数に占める割
合は１％台で推移しているが、引き続き注視が必要。

○約７割の自治体が順調に推移と評価。

○本法律は、法施行後５年経過後に施行状況につい
て検討を加え、その結果に基づいて所要の措置を講
じることとされており、平成１８年６月から産構審、中
環審の合同会合で見直しのための検討が行われて
いる。

○再商品化実績
平成１７年度実績（法定再商品化率）
エアコン ８４％ （６０％以上）
テレビ ７７％ （５５％以上）
冷蔵庫 ６６％ （５０％以上）
洗濯機 ７５％ （５０％以上）

○１６年４月から、冷凍庫を対象追加。
断熱材フロンの回収等義務づけ。

○不法投棄は引取の１％台。
環境省調査によれば、平成１６年度は約１７万２千
台(対前年度比２．５％減)。引取等台数に占める割
合は１％台で推移しているが、引き続き注視が必要。

○約７割の自治体が順調に推移と評価。

○本法律は、法施行後５年経過後に施行状況につい
て検討を加え、その結果に基づいて所要の措置を講
じることとされており、平成１８年６月から産構審、中
環審の合同会合で見直しのための検討が行われて
いる。

家電Ｒ法の施行状況家電Ｒ法の施行状況

○平成１３年４月から施行された家電リサイクル法は、概ね定着し、５年が経過。

廃家電４品目の引取台数： 平成13年度 855万台 → 平成14年度 1,015万台
→平成15年度 1,046万台→平成16年度 1,122万台→平成17年度 1,162万台（対前年度比4%増）

家電リサイクルの流れ家電リサイクルの流れ

個別リサイクル法：家電リサイクル法
【共管省庁：環境省】

排 出 者
適正な引渡し
収集・再商品化等に関する費用の支払い

排 出 者
適正な引渡し
収集・再商品化等に関する費用の支払い

排
出

排
出

引 取 義 務
①自らが過去に小売りした対象機器

②買換えの際に引取りを求められた対象機器

引渡し義務

引 取 義 務
①自らが過去に小売りした対象機器

②買換えの際に引取りを求められた対象機器

引渡し義務

小売業者
家電販売店８万店（うち大型店０．５５万店）

小売業者
家電販売店８万店（うち大型店０．５５万店）

市

町

村

等

市

町

村

等

収
集
・
運
搬

収
集
・
運
搬

指定
法人

指定
法人

市
町
村
等

市
町
村
等

再
商
品
化
等

再
商
品
化
等

引 取 義 務
①義務者不存在等
②中小業者の委託 自らが過去に製造・輸入した対象機器

実施状況の
監視

実施状況の
監視

管理票
（マニフェスト）
制度による確実
な運搬の確保

管理票
（マニフェスト）
制度による確実
な運搬の確保

再商品化等基準に従った再商品化等実施義務

指定引取場所
指定引取場所 交付・回付

交付・回付

指定引取場所３８０箇所
再商品化工場４７箇所

リサイクル料金
（大手家電メーカーの例）
エアコン：3，675円
テレビ：2，835円

冷蔵庫・冷凍庫：4，830円
洗濯機：2，520円

製造業者

輸入業者
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●事業者の自主的な取組の促進を目的として、事業者が廃棄物
処理・リサイクルとして取り組むべき事項を整理。
リサイクル関連法対象ではない品目・業種についての自主的
な取組の集大成
リサイクル関連法対象である品目・業種についての実施指針

●平成２年に策定されて以来、原則毎年フォローアップを行う
とともに、累次の改定を経る中で、対象品目・業種の拡大や
取組内容の充実・強化を図ってきている。

●なお、本ガイドラインの対象としている品目・業種は、

３５品目、１８業種が対象。
一般廃棄物の約７０％、産業廃棄物の約４０％をカバー。

●事業者の自主的な取組の促進を目的として、事業者が廃棄物
処理・リサイクルとして取り組むべき事項を整理。
リサイクル関連法対象ではない品目・業種についての自主的
な取組の集大成
リサイクル関連法対象である品目・業種についての実施指針

●平成２年に策定されて以来、原則毎年フォローアップを行う
とともに、累次の改定を経る中で、対象品目・業種の拡大や
取組内容の充実・強化を図ってきている。

●なお、本ガイドラインの対象としている品目・業種は、

３５品目、１８業種が対象。
一般廃棄物の約７０％、産業廃棄物の約４０％をカバー。

◆紙・パルプ製造業における古紙利用率
６０％（Ｈ１７年度まで）

→ ６２％（Ｈ２２年度まで）
◆ガラスびんのカレット利用率

９０％（Ｈ２２年度までに）
→ ９１％（Ｈ２２年度）

◆化学工業における平成２２年度の最終処分量
７０％削減 → ７５％削減（Ｈ１０年度比）

◆紙・パルプ製造業における古紙利用率
６０％（Ｈ１７年度まで）

→ ６２％（Ｈ２２年度まで）
◆ガラスびんのカレット利用率

９０％（Ｈ２２年度までに）
→ ９１％（Ｈ２２年度）

◆化学工業における平成２２年度の最終処分量
７０％削減 → ７５％削減（Ｈ１０年度比）

①リデュースの進展

◆蛍光管等 環形蛍光ランプの寿命
９，０００時間（Ｈ１７年）
→ １２，０００時間（Ｈ１８年）

②リユースの進展
◆複写機
部品リユース量実績 平成１６年度：２，５３０ｔ

③リサイクルの進展
◆ペットボトル（飲料用、しょうゆ用）回収率
６２．３％（Ｈ１６年）→ ６３．７％（Ｈ１７年）
◆消火器回収率
４４％（Ｈ１６年）→ ４８％（Ｈ１７年）
◆ぱちんこ遊技機マテリアルリサイクル率
７４．４％（Ｈ１６年度）→ ８２．３％（Ｈ１７年度）
◆回胴式遊技機マテリアルリサイクル率
６９．１％（Ｈ１６年度）→ ８７．３％（Ｈ１７年度）

①リデュースの進展

◆蛍光管等 環形蛍光ランプの寿命
９，０００時間（Ｈ１７年）
→ １２，０００時間（Ｈ１８年）

②リユースの進展
◆複写機
部品リユース量実績 平成１６年度：２，５３０ｔ

③リサイクルの進展
◆ペットボトル（飲料用、しょうゆ用）回収率
６２．３％（Ｈ１６年）→ ６３．７％（Ｈ１７年）
◆消火器回収率
４４％（Ｈ１６年）→ ４８％（Ｈ１７年）
◆ぱちんこ遊技機マテリアルリサイクル率
７４．４％（Ｈ１６年度）→ ８２．３％（Ｈ１７年度）
◆回胴式遊技機マテリアルリサイクル率
６９．１％（Ｈ１６年度）→ ８７．３％（Ｈ１７年度）

２．３Ｒ対策の進展２．３Ｒ対策の進展ガイドラインの目的等ガイドラインの目的等

製品のライフサイクル全般の３Ｒの推進：産構審リサイクルガイドライン

◆化学工業
６５．９万トン（Ｈ１５年） → ６１．４万トン

◆板ガラス製造業
１．４万トン（Ｈ１５年） → ０．９８万トン

◆自動車製造業
１．８万トン（Ｈ１５年） → １．２万トン

◆化学工業
６５．９万トン（Ｈ１５年） → ６１．４万トン

◆板ガラス製造業
１．４万トン（Ｈ１５年） → ０．９８万トン

◆自動車製造業
１．８万トン（Ｈ１５年） → １．２万トン

３．最終処分量実績３．最終処分量実績

１．目標値の改定（平成１８年１０月）１．目標値の改定（平成１８年１０月）
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リサイクル率85％以上維持3. スチール缶

回収・再資源化率 85％以上維持4. アルミ缶

ﾘｻｲｸﾙｼｽﾃﾑの再構築に向けた検討の実施17. バッテリー

再資源化率
小形ｼｰﾙ鉛蓄電池 50％，ﾆｶﾄﾞ電池 60%，
ﾆｯｹﾙ水素電池 55％，ﾘﾁｳﾑ二次電池 30％

16. 小形二次電池

回収箱を6,000個作成・配布15. 乾電池・ﾎﾞﾀﾝ電池

工程内原材料くず 4.5％～4％以下に削減14. 布団

工程内発生屑 H13年度比20％減[H18年度]13. カーペット

3Rの推進に向けた具体的方策を検討中12. ｵﾌｨｽ家具

ﾘｻｲｸﾙｼｽﾃﾑ構築に向け検討中11. ｽﾌﾟﾘﾝｸﾞﾏｯﾄﾚｽ

再商品化率 ｴｱｺﾝ 60％，ﾃﾚﾋﾞ 55％，
冷蔵庫50％，洗濯機50％

10. 家電製品

リサイクル可能率 67％9. 自転車

リサイクル率 90％以上 [H17年]8. タイヤ

リサイクル率 85％ [H14年～H26年]7. オートバイ

リサイクル率 85％ [H14年～H26年]6. 自動車

PETﾎﾞﾄﾙ回収率 80％以上 [H26年度]5. プラスチック

カレット利用率 91％ [H22年度]2. ガラスびん

古紙利用率 62％ [H22年度]1. 紙 中身残留缶対策の実施18. カセットボンベ

中身残留缶対策の実施19. エアゾール缶

ﾏﾃﾘｱﾙﾘｻｲｸﾙ目標率 55％ [H17年度]
（ぱちんこ遊技機及び回胴式遊技機）

22. ぱちんこ遊技機

再資源化率 [H15年度]
ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟ型 50％，ﾉｰﾄﾌﾞｯｸ型 20％
CRTﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ 55％，LCDﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ 55％

23. ﾊﾟｰｿﾅﾙｺﾝﾋﾟｭｰﾀ
及びその周辺機器

回収の促進に向けた取組を実施35. ﾚﾝｽﾞ付きﾌｨﾙﾑ

用管理物質を定め使用状況の把握を行う34. 自動販売機

小形・高効率化、長寿命化開発の実施33. 蛍光灯等

回収・ﾘｻｲｸﾙ目標値の設定を検討中32. 携帯電話・PHS

材質表示方法等について検討中31. システムキッチン

材料情報の提供方法等について検討中30. 浴槽及び浴室ﾕﾆｯﾄ

塩ﾋﾞ管継手の受入拠点の拡充29. 建設資材

配電線のﾘｻｲｸﾙ向上に向けた取組実施28. 電線

分別方法を検討し、ﾘｻｲｸﾙの効率化を図る27. 潤滑油

ﾘｻｲｸﾙｼｽﾃﾑ構築に向け検討中26. 繊維製品

アセスメントガイドラインの見直し25. ガス・石油機器

共同回収システムの拡大を検討中24. 複写機

回収率 60％ [H17年度]21. 消火器

適正処理のための広報の実施20. 小形ガスボンベ

品目別ガイドライン 取組状況一覧 【目標及び今後の取組】
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生産段階廃棄物発生量をH13年度比でH22年度に80％以上削減18. 工場生産住宅製造業

最終処分量をH10年度比でH22年度に25％削減17. ガス業

最終処分量をH10年度比で80％以上削減16. 石炭鉱業

最終処分量をH13年度比でH22年度に45％以上削減15. ゴム製品製造業

セメント1トン当たりの廃棄物・副産物利用量のH22年度目標を400kgとする。14. セメント製造業

製品の処理実態等を把握し、効率的なﾘｻｲｸﾙ等の推進するため、問題点の解決に向け検討中13. リース業

包装材使用量をH12年比でH22年に25％削減

レジ袋使用量をH12年度比でH22年度に35％削減
12. 流通業

最終処分量をH2年度比でH22年度に67％削減11. 石油精製業

最終処分量をH15年度比でH22年度に5％削減10. 電子・電気機器製造業

生産工程から生じる廃棄物の最終処分量をH10年度比でH22年度までに96％削減9. 自動車部品製造業

最終処分量をH10年度比でH22年度に87％削減8. 自動車製造業

H22年度最終処分率をH16年度と同程度に維持（H16年度最終処分率：約8％）7. 電気事業

最終処分量削減目標（H10年度比、H22年度目標）
日本鉱業協会：37％，日本伸銅協会：76％，日本ｱﾙﾐﾆｳﾑ協会：14％，
日本ｱﾙﾐﾆｳﾑ合金協会：10％，日本電線工業会：50％

6. 非鉄金属製造業

汚泥等の減量化に向け、中間処理の強化・リサイクル用途拡大を促進する。5. 繊維工業

最終処分量をH10年度比でH22年度に42％削減4. 板ガラス製造業

最終処分量をH10年度比でH22年度に75％削減3. 化学工業

最終処分量をH10年度比でH22年度に57％削減2. 紙・パルプ製造業

最終処分量をH10年度比でH22年度に50％削減1. 鉄鋼業

業種別ガイドライン 取組状況一覧 【目標及び今後の取組】


